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一
般
職
国
家
公
務
員
の
再
任
用
の
状
況

⑴ 

　
再
任
用
職
員
数

令
和
四
年
度
の
再
任
用
職
員
の
数
は
、
給
与

法
適
用
職
員
全
体
で
一
七
、
八
〇
五
人
と
前
年

度
に
比
べ
て
約
五
・
七
％
増
加
し
て
い
ま
す
。

閣
議
決
定
（
平
成
二
五
年
三
月
二
六
日
「
国
家

公
務
員
の
雇
用
と
年
金
の
接
続
に
つ
い
て
」）

に
基
づ
く
義
務
的
再
任
用
が
始
ま
る
前
の
平
成

二
五
年
度
に
再
任
用
さ
れ
た
職
員
の
数
（
六
、

八
六
四
人
）
と
比
べ
る
と
約
二
・
六
倍
に
増
加

し
て
い
ま
す
（
図
１
）。

⑵
　
定
年
退
職
者
の
再
任
用
希
望
状
況

令
和
三
年
度
定
年
退
職
者
の
再
任
用
希
望
状

況
等
は
表
１
の
と
お
り
で
す
。
令
和
三
年
度
定

年
退
職
者
の
う
ち
再
任
用
を
希
望
し
た
者
の
割

合
は
六
八
・
〇
％
と
な
っ
て
お
り
、
引
き
続
き

七
割
近
く
で
推
移
し
て
い
ま
す
。

⑶
　
勤
務
形
態
及
び
勤
務
時
間

再
任
用
職
員
の
勤
務
形
態
は
、
給
与
法
適
用

職
員
全
体
で
見
る
と
フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
の
者
が

四
一
・
四
％
、
短
時
間
勤
務
の
者
が
五
八
・

六
％
（
図
１
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
行
政
職
俸

給
表
㈠
適
用
職
員
に
限
る
と
、
七
三
・
八
％
が

短
時
間
勤
務
と
な
っ
て
い
ま
す
。
う
ち
前
年
度

に
六
〇
歳
で
定
年
退
職
し
た
者
は
六
一
・
九
％

　人事院及び内閣官房内閣人事局が、毎年各府省から報告を受けている再任用の実施状況を基に、
令和４年度における給与法適用職員の再任用の状況を取りまとめました。
　令和４年度の再任用職員数は17,805人（対前年度960人増）となり、過去最高となりました。ま
た、フルタイム勤務職員の割合も41.4％となり過去最高となっています。しかしながら、依然とし
て、定年前より下位の官職に短時間勤務で再任用されるものが多数を占める状況となっています。
　今年度から定年の段階的な引上げが開始されましたが、高齢層職員の能力と経験の本格的な活用
に向けて、フルタイム再任用の拡大に向けた取組も引き続き重要となっています。

　給与局生涯設計課

国家公務員の再任用の現状
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図１ 再任用職員数の推移 【給与法適用職員】
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表１ 前年度定年退職者（特例定年退職者を含む。）の新規再任用の希望状況等 【給与法適用職員】

（単位：人）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

前年度定年退職者数（Ａ） 4,400 4,867 5,380 5,230 5,471

新規再任用希望者数（Ｂ） 2,944 3,194 3,633 3,641 3,720

　新規再任用希望率 〈 Ｂ／Ａ 〉 66.9% 65.6% 67.5% 69.6% 68.0%

新規再任用職員数（Ｃ） 2,940 3,198 3,655 3,640 3,719

　前年度定年退職者に対する新規再任用職員の割合 〈 Ｃ／Ａ 〉 66.8% 65.7% 67.9% 69.6% 68.0%

（注）１．　「新規再任用希望者数」とは、前年度の定年退職者のうち新規の再任用を希望した者の人数をいう。
２．　 「新規再任用職員数」とは、前年度の定年退職者（行政執行法人等を定年退職した者も含む。）のうち新規に再任用さ

れた職員の人数をいう。

が
短
時
間
勤
務
と
な
っ
て
お
り
、
短
時
間
勤
務

と
な
っ
た
職
員
の
一
五
・
六
％
は
定
員
事
情
等

に
よ
り
希
望
に
反
し
て
短
時
間
勤
務
と
な
っ
て

い
ま
す
（
図
２
）。

行
政
職
俸
給
表
㈠
適
用
職
員
と
し
て
再
任
用

さ
れ
る
短
時
間
勤
務
職
員
の
勤
務
時
間
は
、
図

３
の
と
お
り
、
週
四
日
勤
務
の
者
が
八
八
・

四
％
と
最
も
多
く
、
フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
に
近
い

週
四
日
勤
務
へ
の
移
行
が
進
ん
で
い
ま
す
（
表

２
）。

 ⑷
　
ポ
ス
ト
（
職
務
の
級
）

令
和
四
年
度
の
再
任
用
職
員
に
適
用
さ
れ
る

俸
給
表
を
見
る
と
、
行
政
職
俸
給
表
㈠
が
五
九

・
五
％
と
最
も
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。
行
政
職

俸
給
表
㈠
適
用
職
員
が
就
い
て
い
る
ポ
ス
ト

（
職
務
の
級
）
を
見
る
と
、
主
任
級
（
二
級
）

又
は
係
長
級
（
三
級
）
で
再
任
用
さ
れ
る
者
が

六
八
・
三
％
と
な
っ
て
お
り
、
多
数
を
占
め
る

傾
向
が
続
い
て
い
ま
す
（
図
４
）。

ま
た
、
行
政
職
俸
給
表
㈠
適
用
職
員
と
し
て

令
和
三
年
度
に
六
〇
歳
で
定
年
退
職
し
、
令
和

四
年
度
に
行
政
職
俸
給
表
㈠
適
用
職
員
と
し
て

再
任
用
さ
れ
る
者
に
つ
い
て
、
退
職
時
と
再
任

用
時
の
職
務
の
級
を
比
較
す
る
と
、
退
職
時
よ

り
二
級
下
位
で
再
任
用
さ
れ
る
者
が
四
六
・

〇
％
（
前
年
度
は
四
四
・
五
％
）
と
最
も
多

職員の希望
に反する
15.6%

その他
1.5%

職員の当初からの
希望による
82.8%

週23時間15分
（週３日）
9.4%

週19時間22分30秒
（ハーフタイム（週２日半））

1.3%

週15時間30分（週２日）
0.5%

その他
0.5%

週31時間（週４日）
88.4%

図２
令和４年度 短時間勤務となった主な
事情（新規のうち令和３年度に60歳で
定年退職した者）【行政職俸給表(一)】

図３ 令和４年度 再任用短時間勤務職員の
勤務時間別の割合【行政職俸給表(一)】
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（単位：人）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

新規再任用職員
1,121 1,193 1,609 1,537 1,587

（79.0%） （77.3%） （91.8%） （93.4%） （93.0%）

再任用職員全体
4,222 4,685 5,892 6,379 6,903

（70.9%） （72.0%） （83.3%） （84.7%） （88.4%）

（注）括弧内の数値は、短時間勤務職員数に対する週４日（週31時間）勤務職員数の割合

く
、
次
い
で
一
級
下
位
二
三
・
四
％
（
同
二
二

・
一
％
）、
三
級
下
位
二
二
・
三
％
（
同
二
四

・
八
％
）
の
順
と
な
っ
て
お
り
、
退
職
時
と
同

一
級
又
は
上
位
の
級
で
再
任
用
さ
れ
る
者
は
三

・
四
％
（
同
三
・
八
％
）
で
し
た
。
こ
の
よ
う

に
、
退
職
前
と
比
べ
て
職
務
の
級
が
下
位
の
官

職
で
再
任
用
さ
れ
る
者
が
多
数
を
占
め
て
い
ま

す
。

二
　
民
間
企
業
の
再
雇
用
の
状
況

人
事
院
が
令
和
二
年
に
実
施
し
た
「
民
間
企
業

の
勤
務
条
件
制
度
等
調
査
」
に
よ
る
と
、
定
年
制

が
あ
る
民
間
企
業
に
お
い
て
、
令
和
元
年
度
中
に

定
年
退
職
し
令
和
二
年
度
に
再
雇
用
さ
れ
た
者
の

九
一
・
八
％
が
フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
と
な
っ
て
い
ま

す
。民

間
企
業
の
再
雇
用
制
度
で
は
フ
ル
タ
イ
ム
勤

務
者
の
割
合
が
非
常
に
高
く
な
っ
て
い
ま
す
（
図

５
）。

三 

　
定
年
の
引
上
げ
期
間
中
の
再
任
用
制
度

運
用
の
課
題

令
和
五
年
四
月
か
ら
、
定
年
の
段
階
的
な
引
上

げ
が
開
始
さ
れ
、
令
和
五
年
度
及
び
同
六
年
度
の

定
年
年
齢
は
六
一
歳
と
な
り
ま
し
た
。
定
年
の
引

上
げ
に
よ
り
、
六
〇
歳
を
超
え
た
者
も
再
任
用
職

員
と
し
て
で
は
な
く
、
常
勤
職
員
と
し
て
引
き
続

表２ 週４日（週31時間）勤務の再任用職員数の推移（平成30年度～令和４年度）【行政職俸給表（一）】

［令和３年度］

［令和４年度］

主任又は係長級（2,3級）
68.7%

係員級（1級）0.3%

係員級（1級）0.2%

専門官級以上（4級以上）
31.0%

主任又は係長級（2,3級）
68.3%

専門官級以上（4級以上）
31.5%

図４ 再任用職員の就いているポストの割合【行政職俸給表（一）】
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き
定
年
ま
で
勤
務
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
し

た
。
そ
の
期
間
も
徐
々
に
拡
大
し
て
い
き
ま
す
の

で
、
高
齢
層
職
員
の
能
力
や
経
験
を
本
格
的
に
活

用
す
る
こ
と
が
で
き
る
環
境
が
整
え
ら
れ
ま
し
た
。

こ
れ
に
伴
い
、
再
任
用
制
度
は
令
和
四
年
度
を

も
っ
て
廃
止
と
な
り
ま
し
た
が
、
定
年
が
六
五
歳

に
な
る
ま
で
の
間
は
、
引
き
続
き
六
五
歳
ま
で
の

任
用
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
従
前
の
再
任
用
制
度

と
同
様
の
仕
組
み
と
し
て
、
暫
定
再
任
用
制
度
が

経
過
措
置
と
し
て
措
置
さ
れ
ま
し
た
。
暫
定
再
任

用
制
度
に
関
し
て
も
、「
国
家
公
務
員
の
定
年
引

上
げ
に
向
け
た
取
組
指
針
」（
令
和
四
年
三
月
二

五
日
人
事
管
理
運
営
協
議
会
決
定
）
に
よ
り
、
平

成
二
五
年
三
月
の
閣
議
決
定
に
準
じ
て
、
公
的
年

金
支
給
開
始
年
齢
に
達
す
る
ま
で
再
任
用
希
望
者

を
原
則
と
し
て
フ
ル
タ
イ
ム
官
職
に
再
任
用
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
再
任

用
の
現
状
は
、
前
述
の
よ
う
に
、
フ
ル
タ
イ
ム
勤

務
職
員
の
割
合
は
改
善
傾
向
が
続
い
て
い
ま
す

が
、
行
政
職
俸
給
表
㈠
が
適
用
さ
れ
る
再
任
用
職

員
で
は
七
割
が
短
時
間
勤
務
と
な
っ
て
い
る
な

ど
、
依
然
と
し
て
短
時
間
勤
務
が
中
心
の
運
用
と

な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
再
任
用
職
員
が
就
い
て

い
る
ポ
ス
ト
を
見
て
も
、
定
年
前
よ
り
下
位
の
ポ

ス
ト
が
多
数
を
占
め
て
お
り
、
職
員
の
能
力
及
び

経
験
を
十
分
に
生
か
し
き
れ
て
い
な
い
状
況
と

な
っ
て
い
ま
す
。

人
事
院
と
し
て
は
、
高
齢
層
職
員
の
能
力
及
び

経
験
の
本
格
的
な
活
用
に
向
け
て
、
定
年
の
段
階

的
な
引
上
げ
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
よ
う
各
府
省
向

け
の
制
度
説
明
会
の
実
施
や
Ｑ
＆
Ａ
を
含
め
た
情

報
提
供
な
ど
の
取
組
を
進
め
て
い
ま
す
。
こ
れ
に

加
え
て
、
定
年
の
引
上
げ
期
間
中
の
暫
定
再
任
用

に
関
し
て
も
、
フ
ル
タ
イ
ム
再
任
用
の
拡
大
の
取

組
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

【公務】

短時間勤務 フルタイム勤務

令和４年度
全再任用職員

令和３年度
60歳定年退職者のうち

令和４年度に再任用された者

令和元年度
定年退職者のうち
再雇用された者

（定年制がある企業）

【民間】

（注）民間は、令和２年「民間企業の勤務条件制度等調査」（人事院）より作成

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

73.8% 26.2%

61.9% 38.1%

8.2% 91.8%

図５ 公務（行政職俸給表（一））と民間（事務・技術関係職種）の勤務形態の比較
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